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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２ 第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

３ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)

を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。 

４ 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成25年９月13日)等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。 

  

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

  
平成26年度 

第１四半期連結
累計期間 

平成27年度 
第１四半期連結

累計期間 
平成26年度 

  

(自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
  ６月30日) 

(自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
  ６月30日) 

(自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
  ３月31日) 

経常収益 百万円 30,631 30,098 112,986 

経常利益 百万円 11,463 10,338 32,849 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

百万円 7,591 6,467 ― 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

百万円 ― ― 17,049 

四半期包括利益 百万円 19,364 16,965 ― 

包括利益 百万円 ― ― 79,334 

純資産額 百万円 413,474 487,332 472,029 

総資産額 百万円 8,155,550 8,446,131 8,588,463 

１株当たり四半期純利益金額 円 20.29 17.28 ― 

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 45.56 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

円 20.21 17.20 ― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ― ― 45.38 

自己資本比率 ％ 4.9 5.5 5.3 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社の事業等のリスクに重要な変更はありません。 

  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済情勢をみますと、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費が底

堅く推移したほか、設備投資が持ち直しの動きとなるなど、全体としては緩やかな回復基調が続きました。 

  一方、主要営業基盤である宮城県の景況は、一部に弱い動きがみられたものの、震災復興需要などに伴い経済活

動は総じて高水準で推移し、緩やかな回復の動きを続けました。 

  

当行は、震災から４年以上経過し、宮城県内におけるインフラ関連工事や被災者の生活再建に向けた防災集団移

転促進事業の着工が進むなど、震災直後の先行きが不透明な状況から、地域の復興が見通せる状況となってきたこ

と、および平成27年３月末時点において、当行単体の利益剰余金、公的資金除きの自己資本額ともに、震災前を上

回る水準を確保したことを踏まえ、金融機能強化法の震災特例に基づく公的資金(期限付劣後特約付金銭消費貸借に

よる借入金)を平成27年６月29日に全額返済いたしました。 

  今後とも、東日本大震災からの地域経済の復興に向け、全役職員が一丸となって、中期経営計画 「ＶＡＬＵＥ 

ＵＰ ～価値創造への挑戦～」(平成27年４月～平成30年３月)における最も重要な施策である震災復興支援の強化

に、全力で取り組んでまいります。 

このようななか、当行及び連結子会社による当第１四半期連結累計期間の業績は、次のとおりとなりました。 

  

預金(譲渡性預金を含む)は、公金預金が減少したこと等から当第１四半期連結累計期間中1,397億円減少し、当第

１四半期連結会計期間末残高は7兆7,095億円となり、前第１四半期連結会計期間末との比較では、個人預金を中心

に1,544億円の増加となりました。 

  貸出金は、中小企業向け貸出および住宅ローンを中心に個人向け貸出の増強に努めましたほか、大企業等向け貸

出の増加もあり、当第１四半期連結累計期間中76億円増加し、当第１四半期連結会計期間末残高は4兆2,272億円と

なり、前第１四半期連結会計期間末との比較でも、2,710億円の増加となりました。 

  有価証券は、公金預金の減少に伴い、国債を中心に運用額が減少したこと等から当第１四半期連結累計期間中235

億円減少し、当第１四半期連結会計期間末残高は3兆6,739億円となりました。前第１四半期連結会計期間末との比

較でも、851億円の減少となりました。 

  なお、総資産の当第１四半期連結会計期間末残高は、当第１四半期連結累計期間中1,423億円減少の8兆4,461億円

となりましたが、前第１四半期連結会計期間末との比較では2,905億円の増加となりました。 

  

損益状況につきましては、当第１四半期連結累計期間の経常収益は、有価証券利息配当金の増加等により、資金

運用収益が増加したものの、貸倒引当金戻入益の減少等により、その他経常収益が減少したこと等から、前第１四

半期連結累計期間比5億33百万円減少の300億98百万円となりました。他方、経常費用は、国債等債券償却の増加に

より、その他業務費用が増加したこと等から、前第１四半期連結累計期間比5億92百万円増加の197億59百万円とな

りました。 

  この結果、当第１四半期連結累計期間の経常利益は、前第１四半期連結累計期間比11億25百万円減少の103億38百

万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第１四半期連結累計期間比11億24百万円減少の64億67百万円とな

りました。 
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国内・国際業務部門別収支 

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内業務部門において資金運用収益の増加を主因に前第１四半

期連結累計期間比10億73百万円増加したことから、合計で前第１四半期連結累計期間比10億79百万円増加して190

億9百万円となりました。 

また、役務取引等収支は、前第１四半期連結累計期間並みの28億85百万円となりました。その他業務収支は、

国債等債券償却の増加を主因に前第１四半期連結累計期間比10億56百万円減少して△77百万円となりました。 

  

(注) １ 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用(前第１四半期連結累計期間6百万円、当第１四半期連結累計期間7

百万円)を控除して表示しております。 

３ 資金運用収益及び資金調達費用の相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であり

ます。 

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間 17,341 589 ― 17,930 

当第１四半期連結累計期間 18,414 594 ― 19,009 

 うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間 18,127 666 35 18,758 

当第１四半期連結累計期間 19,314 763 34 20,043 

 うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間 786 76 35 827 

当第１四半期連結累計期間 899 169 34 1,034 

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間 2,889 10 ― 2,899 

当第１四半期連結累計期間 2,876 9 ― 2,885 

 うち役務取引等収益 
前第１四半期連結累計期間 4,191 28 ― 4,220 

当第１四半期連結累計期間 4,258 30 ― 4,289 

 うち役務取引等費用 
前第１四半期連結累計期間 1,302 18 ― 1,321 

当第１四半期連結累計期間 1,382 21 ― 1,403 

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間 952 26 ― 979 

当第１四半期連結累計期間 98 △176 ― △77 

 うちその他業務収益 
前第１四半期連結累計期間 2,841 91 0 2,932 

当第１四半期連結累計期間 2,850 ― 2 2,847 

 うちその他業務費用 
前第１四半期連結累計期間 1,888 64 0 1,953 

当第１四半期連結累計期間 2,751 176 2 2,925 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益は、預金・貸出業務にかかる収益が増加したこと等から、前第１

四半期連結累計期間比69百万円増加の42億89百万円となりました。 

一方、役務取引等費用は、前第１四半期連結累計期間比82百万円増加の14億3百万円となりました。 

  

(注) 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円建

対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

  

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

役務取引等収益 
前第１四半期連結累計期間 4,191 28 4,220 

当第１四半期連結累計期間 4,258 30 4,289 

 うち預金・貸出業務 
前第１四半期連結累計期間 1,303 ― 1,303 

当第１四半期連結累計期間 1,332 ― 1,332 

 うち為替業務 
前第１四半期連結累計期間 1,676 28 1,705 

当第１四半期連結累計期間 1,681 30 1,712 

 うち証券関連業務 
前第１四半期連結累計期間 181 ― 181 

当第１四半期連結累計期間 171 ― 171 

 うち代理業務 
前第１四半期連結累計期間 458 ― 458 

当第１四半期連結累計期間 425 ― 425 

 うち保護預り・ 
 貸金庫業務 

前第１四半期連結累計期間 57 ― 57 

当第１四半期連結累計期間 55 ― 55 

 うち保証業務 
前第１四半期連結累計期間 290 0 290 

当第１四半期連結累計期間 299 0 299 

役務取引等費用 
前第１四半期連結累計期間 1,302 18 1,321 

当第１四半期連結累計期間 1,382 21 1,403 

 うち為替業務 
前第１四半期連結累計期間 488 11 499 

当第１四半期連結累計期間 490 12 502 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

(注) １ 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金 

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

預金合計 
前第１四半期連結会計期間 6,957,756 15,613 6,973,369 

当第１四半期連結会計期間 7,206,360 12,470 7,218,830 

 うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間 4,347,109 ― 4,347,109 

当第１四半期連結会計期間 4,545,867 ― 4,545,867 

 うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間 2,544,331 ― 2,544,331 

当第１四半期連結会計期間 2,597,555 ― 2,597,555 

 うちその他 
前第１四半期連結会計期間 66,315 15,613 81,929 

当第１四半期連結会計期間 62,937 12,470 75,407 

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間 581,760 ― 581,760 

当第１四半期連結会計期間 490,730 ― 490,730 

総合計 
前第１四半期連結会計期間 7,539,516 15,613 7,555,129 

当第１四半期連結会計期間 7,697,090 12,470 7,709,560 
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国内・特別国際金融取引勘定別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(末残・構成比) 

  

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

 

業種別 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 3,956,204 100.00 4,227,255 100.00 

 製造業 478,392 12.09 508,167 12.02 

 農業、林業 4,120 0.10 4,922 0.12 

 漁業 5,178 0.13 5,012 0.12 

 鉱業、採石業、砂利採取業 965 0.02 966 0.02 

 建設業 121,026 3.06 135,234 3.20 

 電気・ガス・熱供給・水道業 100,904 2.55 110,165 2.61 

 情報通信業 44,787 1.13 34,527 0.82 

 運輸業、郵便業 84,912 2.15 101,576 2.40 

 卸売業、小売業 392,335 9.92 415,550 9.83 

 金融業、保険業 304,678 7.70 313,827 7.42 

 不動産業、物品賃貸業 619,479 15.66 689,564 16.31 

 その他サービス業 261,852 6.62 275,424 6.51 

 地方公共団体 693,326 17.53 733,721 17.36 

 その他 844,244 21.34 898,593 21.26 

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ― 

 政府等 ― ― ― ― 

 金融機関 ― ― ― ― 

 その他 ― ― ― ― 

合計 3,956,204 ― 4,227,255 ― 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

     該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

     当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,344,000,000 

計 1,344,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 383,278,734 同左 
東京証券取引所 
(市場第一部） 
札幌証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当行に
おける標準となる株式 
(単元株式数1,000株) 

計 383,278,734 同左 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年６月30日 ― 383,278 ― 24,658 ― 7,835 
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(7) 【議決権の状況】 

  

① 【発行済株式】 

平成27年６月30日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式が391株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成27年６月30日現在 

  

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
 (自己保有株式) 
  普通株式    9,055,000 

― 
権利内容に何ら限定のない当行に
おける標準となる株式 
(単元株式数1,000株) 

完全議決権株式(その他)   普通株式  372,020,000 372,020 同  上 

単元未満株式   普通株式    2,203,734 ― 
権利内容に何ら限定のない当行に
おける標準となる株式 

発行済株式総数             383,278,734 ― ― 

総株主の議決権 ― 372,020 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社七十七銀行 

仙台市青葉区中央三丁
目３番20号 

9,055,000 ― 9,055,000 2.36 

計 ― 9,055,000 ― 9,055,000 2.36 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

  

２ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(自平成27年４月１日 至平

成27年６月30日)及び第１四半期連結累計期間(自平成27年４月１日 至平成27年６月30日)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部     

  現金預け金 514,617 371,471 

  コールローン及び買入手形 20,636 10,700 

  買入金銭債権 4,561 4,644 

  商品有価証券 11,397 11,759 

  金銭の信託 84,093 85,221 

  有価証券 3,697,570 3,673,986 

  貸出金 ※1  4,219,621 ※1  4,227,255 

  外国為替 3,328 5,469 

  リース債権及びリース投資資産 15,879 15,600 

  その他資産 23,034 46,218 

  有形固定資産 37,407 37,277 

  無形固定資産 325 322 

  繰延税金資産 2,292 2,233 

  支払承諾見返 37,650 36,440 

  貸倒引当金 △83,954 △82,471 

  資産の部合計 8,588,463 8,446,131 

負債の部     

  預金 7,189,909 7,218,830 

  譲渡性預金 659,390 490,730 

  コールマネー及び売渡手形 67,054 56,082 

  債券貸借取引受入担保金 39,264 46,733 

  借用金 24,871 5,492 

  外国為替 296 77 

  その他負債 32,211 34,327 

  役員賞与引当金 41 － 

  退職給付に係る負債 27,703 27,126 

  役員退職慰労引当金 45 37 

  睡眠預金払戻損失引当金 339 281 

  偶発損失引当金 934 959 

  災害損失引当金 7 7 

  繰延税金負債 36,714 41,672 

  支払承諾 37,650 36,440 

  負債の部合計 8,116,434 7,958,799 

純資産の部     

  資本金 24,658 24,658 

  資本剰余金 7,835 7,835 

  利益剰余金 292,420 297,203 

  自己株式 △4,393 △4,396 

  株主資本合計 320,520 325,301 

  その他有価証券評価差額金 139,396 149,289 

  繰延ヘッジ損益 △415 △329 

  退職給付に係る調整累計額 △1,637 △1,496 

  その他の包括利益累計額合計 137,343 147,463 

  新株予約権 593 626 

  非支配株主持分 13,571 13,941 

  純資産の部合計 472,029 487,332 

負債及び純資産の部合計 8,588,463 8,446,131 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

経常収益 30,631 30,098 

  資金運用収益 18,758 20,043 

    （うち貸出金利息） 11,376 10,905 

    （うち有価証券利息配当金） 7,280 9,050 

  役務取引等収益 4,220 4,289 

  その他業務収益 2,932 2,847 

  その他経常収益 ※1  4,719 ※1  2,917 

経常費用 19,167 19,759 

  資金調達費用 834 1,042 

    （うち預金利息） 581 620 

  役務取引等費用 1,321 1,403 

  その他業務費用 1,953 2,925 

  営業経費 14,748 14,170 

  その他経常費用 309 218 

経常利益 11,463 10,338 

特別利益 － － 

特別損失 － － 

税金等調整前四半期純利益 11,463 10,338 

法人税、住民税及び事業税 1,482 3,200 

法人税等調整額 2,058 307 

法人税等合計 3,540 3,507 

四半期純利益 7,922 6,830 

非支配株主に帰属する四半期純利益 331 363 

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,591 6,467 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 7,922 6,830 

その他の包括利益 11,441 10,135 

  その他有価証券評価差額金 11,316 9,909 

  繰延ヘッジ損益 △42 85 

  退職給付に係る調整額 167 140 

四半期包括利益 19,364 16,965 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 19,029 16,586 

  非支配株主に係る四半期包括利益 334 378 
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【注記事項】 

  

(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号  平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号  平成

25年９月13日)等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期

間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

  
(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

  

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

  

  

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

破綻先債権額 1,336百万円 1,373百万円 

延滞債権額 91,246百万円 88,662百万円 

３カ月以上延滞債権額 397百万円 841百万円 

貸出条件緩和債権額 31,406百万円 31,409百万円 

合計額 124,387百万円 122,286百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

貸倒引当金戻入益 2,905百万円 1,354百万円 

      
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日) 

減価償却費 955百万円 1,028百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日) 

  

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

  

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日) 

  

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

  

  

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、その他の金融サービスに係る事業を行っております。当行グ

ループの報告セグメントは、そのセグメントごとに分離された財務情報が入手可能なものであり、経営陣による定

期的な業績評価及び資源配分の意思決定を行う対象となっているものです。 

  当行グループの報告セグメントは「銀行業務」のみであり、「その他」の重要性が乏しいことから、記載を省略

しております。 

  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,496 4.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 

 

   該当事項はありません。 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 1,684 4.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 

 

   該当事項はありません。 
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(有価証券関係) 

※  企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。 

  

その他有価証券 

前連結会計年度(平成27年３月31日) 

  

  

当第１四半期連結会計期間(平成27年６月30日) 

  

(注) その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復

する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額(連結貸借対照

表計上額)とするとともに、評価差額を当該第１四半期連結累計期間(連結会計年度)の損失として処理（以下、

「減損処理」という。）しております。 

前連結会計年度における減損処理額は、635百万円(うち、その他635百万円)であります。 

  当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、944百万円(うち、その他944百万円)であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社

等の区分毎に次のとおり定めております。 

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意

先以外の債務者であります。 

  

 

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

株式 60,132 140,931 80,799 

債券 2,990,549 3,029,622 39,073 

  国債 1,980,825 2,003,329 22,503 

  地方債 74,746 75,630 884 

  社債 934,977 950,662 15,685 

その他 445,532 509,726 64,194 

合計 3,496,214 3,680,280 184,066 
 

  取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円) 

株式 60,176 152,703 92,527 

債券 2,894,989 2,931,709 36,719 

  国債 1,857,262 1,878,939 21,676 

  地方債 120,840 121,203 363 

  社債 916,886 931,566 14,679 

その他 503,418 572,252 68,834 

合計 3,458,584 3,656,666 198,081 
 

正常先 

時価が取得原価に比べて50％以上下落または、時価が取得原価に
比べて30％以上50％未満下落したもので、過去１か月間の時価の
平均が取得原価に比べて50％(一定以上の信用リスクを有すると
認められるものは30％)以上下落 

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、次のとおりであります。 

  

  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

    
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益 
    金額 

円 20.29 17.28 

 (算定上の基礎)      

 親会社株主に帰属する四半期 
純利益 

百万円 7,591 6,467 

  普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ― 

 普通株式に係る親会社株主に 
帰属する四半期純利益 

百万円 7,591 6,467 

  普通株式の期中平均株式数 千株 374,101 374,224 

(2) 潜在株式調整後１株当たり 
    四半期純利益金額 

円 20.21 17.20 

 (算定上の基礎)      

 親会社株主に帰属する四半期 
純利益調整額 

百万円 ― ― 

  普通株式増加数 千株 1,496 1,587 

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度
末から重要な変動があったもの
の概要 

  ― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

  
  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社七十七

銀行の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社七十七銀行及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

平成27年８月４日
 

株式会社七十七銀行 
 

    取  締  役  会 御中 
 

有限責任監査法人  トーマツ   
 

指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士    谷    藤    雅    俊    ㊞ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士    小    暮    和    敏    ㊞ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士    木    村    大    輔    ㊞ 

 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年８月６日 

【会社名】 株式会社七十七銀行 

【英訳名】 The 77 Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取    氏  家  照  彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 仙台市青葉区中央三丁目３番20号 

【縦覧に供する場所】 株式会社七十七銀行平支店 

    (福島県いわき市平字三町目14番地) 

  株式会社七十七銀行東京支店 

    (東京都中央区築地一丁目12番22号) 

  株式会社東京証券取引所 

    (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  証券会員制法人札幌証券取引所 

    (札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行取締役頭取氏家照彦は、当行の第132期第１四半期(自平成27年４月１日  至平成27年６月30日)の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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